
 

 

 

 

（仮称）川西市子ども・若者未来計画（案） 

修正対比表 
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項目

パブリックコメント時 
※　　　　：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案 
※　　　　：今回追加となった部分

修正理由

 １０ページ 
第２章 
１（１）②子

ども・若者の

人口

「川西市の将来推計における人口推移【図 2】 
 
 

「川西市の将来推計における人口推移【図 2】 
（追加）全体に占める 0～29 歳人口の割合

ご意見を踏まえ、人口推移をわかり

やすくするため割合を追加しまし

た。
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 １１ページ 
第２章 
１（３）②

核家族世帯の内訳推移 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
夫婦のみの世帯、男親と子どもからなる世帯、女

親と子どもからなる世帯の割合は増加しており、夫

婦と子どもからなる世帯の割合は減少しています。

核家族世帯の内訳推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（追加）世帯の実数 
夫婦のみの世帯、男親と子どもからなる世帯、女

親と子どもからなる世帯の割合は増加しており、夫

婦と子どもからなる世帯の割合は減少しています。 
●核家族世帯 
「一般世帯」のうち、「親族のみの世帯」に分類さ

れ「夫婦のみの世帯」、「夫婦と子どもからなる世

帯」、「ひとり親世帯」のいずれかに該当する世帯の

こと。なお、「親族のみの世帯」に分類されるもの

には「核家族以外の世帯」があるほか、「一般世帯」

には「親族のみの世帯」以外に、「非親族を含む世

帯」と「単独世帯」がある。

ご意見を踏まえ、核家族世帯をわか

りやすくするため、世帯数及び説明

文を追加しました。 
＜核家族世帯の内訳推移＞

夫婦のみの世帯（子どものいない世帯）

夫婦と子どもからなる世帯

男親と子どもからなる世帯（父子世帯）

女親と子どもからなる世帯（母子世帯）

＜核家族世帯の内訳推移＞

夫婦のみの世帯（子どものいない世帯）

夫婦と子どもからなる世帯

男親と子どもからなる世帯（父子世帯）

女親と子どもからなる世帯（母子世帯）

38.9 (16,667)

38.5 (16,772)

37.1 (15,951)

35.7 (15,041)

33.4 (13,415)

46.3 (19,843)

48.0 (20,928)

50.0 (21,523)

52.7 (22,213)

56.1 (22,515)

2.1

(888)

2.0

(863)

1.8

(770)

1.7

(720)

1.6

(628)

12.8

(5,501)

11.6

(5,039)

11.1

(4,788)

9.8

(4,141)

8.9

(3,556)
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※（　）書きは世帯数 

出典：国勢調査



3 

項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 ３４ページ 
第３章 
１基本理念 

（基本理念の考え方） 
～（略）～ 
また、青年期以降も、それぞれの夢や希望が叶う

よう、若者が自己の能力を発揮することにより自立

し、活躍できる「希望が持てる未来」の実現に向け、

取り組みを進めていきます。 
 
～（略）～

（基本理念の考え方） 
～（略）～ 
また、青年期以降も、それぞれの夢や希望が叶う

よう、若者が自己の能力を発揮することにより自立

し、活躍できる「希望が持てる未来」の実現に向け、

環境整備などの取り組みを進めていきます。 
 
～（略）～

ご意見を踏まえ、追記しました。

 ３５ページ 
第３章 
２基本目標．

２

国基準外の待機児童に関する説明文 
 
文字の大きさ：７ポイント

国基準外の待機児童に関する説明文 
 
文字の大きさ：１０ポイント 

ご意見を踏まえ、読みやすくするた

め、文字を大きくするよう修正しま

した。

 ３８ページ 
重点施策 
（１）

（重点施策） 
～（略）～ 
 
①～⑧：略

（重点施策） 
～（略）～ 
また、令和 5 年 7 月より、新たに高校生の年齢ま

で入院費用を無償にするとともに、乳幼児等医療費

及び子ども医療費助成の対象世帯を含め所得制限

を行わない制度とします。 
 
①～⑧：略 
⑨：乳幼児等及びこども医療費助成の拡充

令和５年度予算の新規事業として計

上しているため、追加しました。
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 ３９ページ 
第４章 
重点施策（４）

④

「（仮称）こども参加条例」の制定【新規】 「（仮称）こども参加条例」の制定に向けた取組【新

規】

ご意見を踏まえ、市議会において条

例が可決されることにより条例制定

となるため、制定に向けた所管課の

役割を明確にしました。

 ４０ページ 
第４章 
基本目標１ 
（１）①

（№１：母子健康手帳の交付） 
 
妊娠・出産・親になることに主体的に取り組めるよ

う母子健康手帳を交付し支援する。また、マタニテ

ィマークの普及・啓発を行う。

（№１：母子健康手帳の交付） 
 
妊娠・出産・子育て期にわたって安心して過ごせる

ように、保健師等が妊婦と面談を行い、母子健康手

帳を交付し、各種制度や子育て関連情報を説明す

る。

令和５年 1 月より開始した伴走型支

援に基づき、表記を改めました。

 ４０ページ 
第４章 
基本目標１ 
（１）①

（№３：妊婦健康診査費の助成） 
 
妊婦健康診査費用の一部を助成する。

（№３：妊婦健康診査費の助成） 
 
妊婦健康診査にかかる費用の一部を助成する。

適切な文言表記に改めました。

 ４１ページ 
第４章 
基本目標１ 
（１）①

（№１１：子育て世代包括支援センター（母子健康

包括支援センター）

（№１１：子育て世代包括支援センター（母子健康

包括支援センター）の推進 
ご意見を踏まえ、すでに運用してお

り、今後も引き続き取組を継続する

観点から、表記を改めました。
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 ４１ページ 
第４章 
基本目標１ 
（１）①

（№１８：定期予防接種の推進） 
 
国における定期予防接種化等の制度変更に適切に

対応するため、接種機関の確保等の体制づくりとと

もに、市民への周知を図る。

（№１８：定期予防接種の推進） 
 
定期予防接種実施医療機関の確保等の体制づくり

とともに、市民への周知を図る。

適切な文言表記に改めました。

 ４６ページ 
第４章 
基 本 目 標 ２

（２）③

（№１０：幼児クラブ） 
久代児童センターにおいて、親子教室、プールでの

水遊び（夏期）、季節ごとの行事、交通安全指導、

赤ちゃん交流会、４歳児ひろば、まちの子育てひろ

ば（遊び場の開放・相談）等を実施する。

（№１０：幼児クラブ） 
久代児童センターにおいて、親子教室、プールでの

水遊び（夏期）、季節ごとの行事、交通安全指導、

赤ちゃん交流会、まちの子育てひろば（遊び場の開

放・相談）等を実施する。

令和５年度以降実施予定がない事業

のため、表記を改めました。

 ４７ページ 
第４章 
基 本 目 標 ２

（２）④

（№１：こども医療費助成制度） 
小学４年生から中学３年生の医療費を助成する。

（所得制限あり。）

（№１：こども医療費助成制度） 
小学４年生から中学３年生の子どもの通院・入院医

療費と高校３年生（高等学校などに通っていない方

も対象）までの入院医療費の全部を助成する。（所

得制限なし。）

令和５年度予算の拡充事業として計

上しているため、表記を改めました。

 ４７ページ 
第４章 
基 本 目 標 ２

（２）④

（№２：乳幼児等医療費助成制度） 
０歳児から小学３年生の児童に対し医療費を助成

する。（所得制限あり。未就学児は所得制限なし）。

（№2：乳幼児等医療費助成制度） 
０歳児から小学３年生の乳幼児等の通院・入院医療

費の全部を助成する。（所得制限なし）。

令和５年度予算の拡充事業として計

上しているため、表記を改めました。

 ４８ページ 
第４章 
基 本 目 標 ２

（２）⑤

（№１：母(父)子家庭等医療費助成制度） 
ひとり親家庭の保護者と児童及び両親のいない児

童に対し、医療費を助成する。（所得制限あり。）

（№1：母(父)子家庭等医療費助成制度） 
ひとり親家庭の保護者と子ども及び両親のいない

子どもに対し、通院・入院医療費の一部（ただし、

高校生等の入院費については全部）を助成する。（所

令和５年度予算の拡充事業として計

上しているため、表記を改めました。
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 得制限あり。）

 ４９ページ 
第４章 
基 本 目 標 ２

（２）⑤

（№12：障がい児への医療扶助） 
重度障がい児に対し、通院・入院医療費の一部を助

成する。また、中度障がい児に対し、通院・入院医

療費の自己負担額の 1/3 を助成する。（所得制限あ

り。）

（№12：障がい児への医療扶助） 
重度障がい児と中度障がい児に対し、通院・入院医

療費の一部（ただし、高校生等の入院費については

全部）を助成する。（所得制限あり。）

令和５年度予算の拡充事業として計

上しているため、表記を改めました。

 ５０ページ 
第４章 
基 本 目 標 ２

（２）⑤

（№33：【新規】ペアレント・トレーニング受講機

会の提供） 
支援が必要な子どもの保護者を対象としたペアレ

ント・トレーニングを実施する。

（№33：【新規】ペアレント・トレーニング受講機

会の提供） 
発達が気になる子どもを持つ保護者や、子どもとの

関わり方に悩む保護者を対象に子育てのコツを学

ぶ講習会を実施する。

令和５年度予算の新規事業として計

上しており、実施内容を修正しまし

た。

 ５１ページ 
第４章 
基 本 目 標 ３

（１）①

（№１：久代児童センターの運営） 
幼児を対象にしたリズム遊びや制作遊び、児童を対

象にした大正琴、囲碁等のクラブ等の季節の行事を

実施する。また、中・高校生に対して異年齢交流機

会の提供や自由来館形式による居場所づくりを行

う。

（№１：久代児童センターの運営） 
幼児を対象にしたリズム遊びや制作遊び、季節の行

事等を実施する。児童を対象にした工作教室や季節

の行事等を実施する。また、児童に対して自由来館

形式による居場所づくりを行う。

令和５年度以降実施予定がない事業

が含まれていたため、表記を改めま

した。 
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 ５２ページ 
第４章 
基 本 目 標 ３

（１）②

（№２：世代間交流） 
久代児童センターにおいて、併設している老人福祉

センターの利用者にボランティアで講師を依頼し、

茶道・大正琴・囲碁・詩吟等を子どもたちに伝える。

（№２：世代間交流） 
久代児童センターにおいて、季節ごとの事業に併設

している老人福祉センターの利用者に参加しても

らい世代間交流を図る。

令和５年度以降実施予定がない事業

が含まれていたため、表記を改めま

した。 

 ５６ページ 
第４章 
基 本 目 標 ３

（５）① 

（№１：【新規】（仮称）こども参加条例の制定） 
子どもが意見を表明できる機会を保障するため、

「（仮称）こども参加条例」を制定します。 
 
実施内容：子どもが意見を表明できる機会を保障す

るため、「（仮称）こども参加条例」を制定する。

（№１：【新規】（仮称）こども参加条例の制定） 
子どもが意見を表明できる機会を保障するため、

「（仮称）こども参加条例」の制定に向けた取組を

進めます。 
実施内容：子どもが意見を表明できる機会を保障す

るため、「（仮称）こども参加条例」の制定に向けた

取組を進める。

市議会において条例が可決されるこ

とにより条例制定となるため、制定

に向けた所管課の役割を明確にしま

した。

 ６３ページ 
第５章 
基本目標５ 
＜課題＞

～略～ 
 
 
 
 
また、若者自身が自己の職業適性や将来設計につい

て考え、夢や希望をもって就業できるよう支援を行

う必要があります。 
～略～

～略～ 
また、セクシュアルマイノリティや外国籍、障がい

のある方などが排除されることなく、包摂され、必

要に応じて、相談や支援を受けることができるよう

な地域共生社会を形成する必要があります。 
そして、若者自身が自己の職業適性や将来設計につ

いて考え、夢や希望をもって就業できるよう支援を

行う必要があります。 
～略～

ご意見を踏まえ、地域共生社会を形

成する観点を追加しました。
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 ６６ページ 
第５章 
基 本 目 標 ５

（１）④

（№３：世代間交流事業） 
久代児童センターにおいて、併設している老人福祉

センターの利用者にボランティアで講師を依頼し、

茶道・大正琴・囲碁・詩吟等を子どもたちに教授す

る。また、学校の行事等で地域住民と交流する。

（№３：世代間交流事業） 
久代児童センターにおいて、季節ごとの事業に併設

している老人福祉センターの利用者に参加しても

らい世代間交流を図る。また、就園前の子どもたち

と近隣の幼稚園児と行事をとおして交流を図る。

令和５年度以降実施予定がない事業

が含まれていたため、表記を改めま

した。

 ８８ページ 
第６章 
５（１）⑦

地域子育て支援拠点事業の確保方策 地域子育て支援拠点事業の確保方策 　量の見込みに誤りがあったため修

正しました。
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 １００ページ 
第７章 
４（１）①

久代幼稚園（事業計画） 
・川西南保育所と一体化し、幼保連携型認定こども
園とします。 

・原則として施設全体の新設は行わず、既存施設の

有効活用を検討します。施設の老朽化への対応につ

いては、施設の状況や配置などを考慮し、適切な手

段を検討します。 

・今後の園児募集において、4歳児クラスの児童数

が 5人未満となった場合は、認定こども園開設を予

定していることを踏まえ、休園等を検討します。

久代幼稚園（事業計画） 

・川西南保育所と一体化し、幼保連携型認定こども
園とします。令和 10 年度の開設をめざし、具体化
に向けた検討を進めます。 
・施設の老朽化が進んでいることから、令和 5 年度・
6 年度の 2 カ年で、既存施設の活用か新設とするか
を含め、設置場所や定員などを決定します。また、
整備手法や運営方法についても合わせて検討し、令
和 7 年度からの次期計画に反映します。 
・認定こども園開設を予定していることを踏まえ、
開設するまで、原則として園を存続します。今後、
1 クラスが 5 人未満となった場合は、複式学級によ
り教育保育を実施するとともに、2 クラスともに 5
人未満となった場合は、他園所との合同教育保育を
実施するなど、カリキュラムを工夫することによ
り、集団教育保育を提供します。

ご意見を踏まえ、開設をめざす時期

を明記するとともに、子どもにとっ

てより良い教育保育を提供する観点

から、老朽化対策等のため、新設を

含め適切な手段を検討し、令和 7 年

度からの次期計画に反映するよう変

更しました。 
また、在園児童数に応じた対応策を

変更しました。

 １００ページ 
第７章 
４（１）①

多田幼稚園（事業計画） 
 

・多田保育所と一体化し、幼保連携型認定こども園

とします。 
・設置場所などについて検討するとともに、施設の

老朽化への対応については、施設の状況や配置など

を考慮し、適切な手段を検討します。 

・今後の園児募集において、4歳児クラスの児童数

が 5人未満となった場合は、認定こども園開設を予

定していることを踏まえ、休園等を検討します。

多田幼稚園（事業計画） 
 
・多田保育所と一体化し、幼保連携型認定こども園
とします。令和 10 年度の開設をめざし、具体化に
向けた検討を進めます。 
・施設の老朽化が進んでいることから、令和 5 年度・
6 年度の 2 カ年で、既存施設の活用か新設とするか
を含め、設置場所や定員などを決定します。また、
整備手法や運営方法についても合わせて検討し、令
和 7 年度からの次期計画に反映します。 
・認定こども園開設を予定していることを踏まえ、
開設するまで、原則として園を存続します。今後、
１クラスが 5 人未満となった場合は、複式学級によ
り教育保育を実施するとともに、2 クラスともに 5
人未満となった場合は、他園所との合同教育保育を
実施するなど、カリキュラムを工夫することによ
り、集団教育保育を提供します。

ご意見を踏まえ、開設をめざす時期

を明記するとともに、子どもにとっ

てより良い教育保育を提供する観点

から、老朽化対策等のため、新設を

含め適切な手段を検討し、令和 7 年

度からの次期計画に反映するよう変

更しました。 
また、在園児童数に応じた対応策を

変更しました。 
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 １００ページ 
第７章 
４（１）①

東谷幼稚園（事業計画） 
 

・今後の園児募集において、4歳児クラスの児童数

が 5人以上となった場合は、幼稚園の運営を継続し

ます。5人未満となった場合は、閉園を検討します。

その際、在園児の転園先に関するあっせん調整等の

支援を実施します。

東谷幼稚園（事業計画） 
 
・令和 5 年度に入園する 4 歳児クラスの児童数が 5
人未満となる見込みであることから、令和 5 年度の

園児募集（令和 6 年度入園）は行わず、閉園等を検

討します。その際、在園児や令和 6 年度入園希望の

方については転園先の確保などについて、支援を実

施します。

令和 5 年度の入園予定数が 5 人未満

となる見込みであることから、令和 5
年度の園児募集（令和 6 年入園）は

行わないなどの内容に修正をしまし

た。

 １００ページ 
第７章 
４（１）②

川西南保育所（事業計画） 
 

・久代幼稚園と一体化し、幼保連携型認定こども園
とします。 

・原則として施設全体の新設は行わず、既存施設の

有効活用を検討します。施設の老朽化への対応につ

いては、施設の状況や配置などを考慮し、適切な手

段を検討します。」

川西南保育所（事業計画） 

 

・久代幼稚園と一体化し、幼保連携型認定こども園
とします。令和 10 年度の開設をめざし、具体化に
向けた検討を進めます。 
・施設の老朽化が進んでいることから、令和 5 年度・
6 年度の 2 カ年で、既存施設の活用か新設とするか
を含め、設置場所や定員などを決定します。また、
整備手法や運営方法についても合わせて検討し、令
和 7 年度からの次期計画に反映します。 

ご意見を踏まえ、開設をめざす時期

を明記するとともに、子どもにとっ

てより良い教育保育を提供する観点

から、老朽化対策等のため、新設を

含め適切な手段を検討し、令和 7 年

度からの次期計画に反映するよう変

更しました。

 １００ページ 
第７章 
４（１）②

多田保育所（事業計画） 

 

・多田幼稚園と一体化し、幼保連携型認定こども園
とします。 

・設置場所などについて検討するとともに、施設の

老朽化への対応については、施設の状況や配置など

を考慮し、適切な手段を検討します。

多田保育所（事業計画） 
 

・多田幼稚園と一体化し、幼保連携型認定こども園
とします。令和 10 年度の開設をめざし、具体化に
向けた検討を進めます。 

・施設の老朽化が進んでいることから、令和 5 年度・
6 年度の 2 カ年で、既存施設の活用か新設とするか
を含め、設置場所や定員などを決定します。また、
整備手法や運営方法についても合わせて検討し、令
和 7 年度からの次期計画に反映します。

ご意見を踏まえ、開設をめざす時期

を明記するとともに、子どもにとっ

てより良い教育保育を提供する観点

から、老朽化対策等のため、新設を

含め適切な手段を検討し、令和 7 年

度からの次期計画に反映するよう変

更しました。
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 １００ページ 
第７章 
４（１）③

市立認定こども園（事業計画） 
 
・継続して運営します。 
・就学前教育保育に関し、研究・実践を進め、その

成果を地域の私立就学前教育保育施設と共有する

など、就学前教育保育に関する質の向上などに関す

る地域の拠点となる施設とするよう、令和 7 年度か

らの次期子ども・若者未来計画期間中に、検討しま

す。

市立認定こども園（事業計画） 
 
・継続して運営します。 
・就学前教育保育に関し、研究・実践を進め、その

成果を地域の私立就学前教育保育施設と共有する

など、就学前教育保育に関する質の向上などに関す

る地域の拠点となる施設とするよう、本計画期間中

に検討し、令和 7 年度からの次期子ども・若者未来

計画に反映します。

今後の一体化事業を進めるにあた

り、市立認定こども園の拠点のあり

方について検討する必要があると判

断し、検討時期を前倒しするため変

更しました。

 １０４ページ 
第８章 
１（４）

評価指標 評価指標　 目標値との違いをわかりやすくする

ため、第２期子ども・子育て計画期

間中の実績値（令和２年度分）及び

目標値の年度設定（令和６年度）を

追加しました。
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項目
パブリックコメント時

※ ：今回削除となった部分

パブコメ・市議会意見等を受けた修正案

※ ：今回追加となった部分
修正理由

 

 １０４ページ 
第８章 
１（４）

指標１４ 
修学・就業等につながった人の数

指標１４ 
子ども・若者相談を利用した中での、修学・就業等

につながった人の数

指標の対象者を明確にするため、追

加しました。


